
予算総額 

一般会計 

特別会計 

企業会計 

合　計 

105億8,468万円 

101億5,797万円 

6億2,148万円 

213億6,413万円 

（－ 1.8） 

（－ 2.4） 

（－ 32.6） 

（－  3.3） 

平成１9年度予算 

一般会計 １０５億８，４６８万円 

前年度比増減（％） 

特別会計 １０１億５，７９７万円 

区　　　　分 

育 英 資 金 会 計  

下水道事業会計 

農業集落排水事業会計 

簡易水道事業会計 

国民健康保険会計 

老 人 保 健 会 計  

介護保険会計保険事業勘定 

介護保険会計介護サービス事業勘定 

温泉センター会計 

市有林造成事業会計 

 

 

水 道 事 業 会 計  

予算額 

３．７３２万円 

１３億２，１９６万円 

３億５，８１０万円 

１億４，５０１万円 

２７億８，９３９万円 

３３億 ５１０万円 

２１億６，２３６万円 

１，２２６万円 

－－ 

２，６４７万円 

 

 

６億２，１４８万円 

 

１．５ 

－１８．８ 

－１１．７ 

１２６．１ 

１３．４ 

－８.４ 

０．５ 

－２７.５ 

皆減 

－３．９ 

 

 

－３２．６ 

企業会計 ６億２，１４８万円 

前年度 
比増減（％） 

市税 
３３億５，７２９万円 

国庫支出金 
７億７，２５４万円 

地方交付税 
３２億５，０００万円 

市債　５億２，４１０万円 県支出金 
７億２，１５０万円 

分担金及び負担金 
　　　２億１，２７３万円 
使用料及び手数料 
　　　 ６，７２５万円 

財産収入 １，４５５万円 
寄付金　 ２００万円 
繰入金　２億７，４９０万円 
繰越金　 １,０００万円 
諸収入　７億４，６６０万円 地 方 譲 与 税  

利 子 割 交 付 金  
配 当 割 交 付 金  
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金 
自動車取得税交付金 
地 方 特 例 交 付 金  
交通安全対策特別交付金 

歳 　　入 

自 

主 

財 

源 

依 

存 

財 

源 

１億９，３００万円 
２，８００万円 
１，２７２万円 
１，８５０万円 

２億４，０００万円 
１億円 

３，３００万円 
６００万円 

 

総務費 
１５億５，０５３万円 

土木費 
１４億９，６９４万円 

教育費 
１０億４，６８８万円 

民生費 
２６億１，８８３万円 

議会費 １億６，７１３万円 
公　債　費 １１億６，２７２万円 
諸支出金 ５,０００万円 
予　備　費 ４００万円 

農林水産業費 ６億５，９９９万円 

商工費 ５億５，５４７万円 

消防費 
　３億１，２１８万円 

労働費 ２億２，９０８万円 

歳 　　出 

衛生費 ７億３，０９３万円 

１９
年
度
当
初
予
算
概
要 

一
般
会
計
歳
入
の
特
徴 
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税
源
移
譲
に
伴
い
、
本
市
で
も
市
税
が
増

加
し
、
地
方
交
付
税
お
よ
び
地
方
譲
与
税
が

減
少
し
ま
し
た
。
歳
入
の
枠
組
み
が
大
き
く

変
化
す
る
な
か
、
平
成
１９
年
度
の
勝
山
市
の

予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
は
、
市
民
生
活
向
上

に
直
結
す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
維
持
す
る
こ

と
を
基
本
に
し
つ
つ
、
投
資
的
経
費
の
削
減
、

行
財
政
改
革
実
施
計
画
に
基
づ
く
職
員
給
与

費
等
の
削
減
を
図
り
、「
エ
コ
ミ
ュ
ー
ジ
ア

ム
の
推
進
」「
子
育
て
支
援
・
定
住
環
境
の

充
実
」
な
ど
を
基
軸
に
予
算
配
分
の
効
率
化

と
重
点
化
を
図
り
ま
し
た
。

収
支
不
足
に
つ
い
て
は
、
財
政
調
整
基
金

を
取
り
崩
し
て
対
応
し
ま
し
た
が
、
平
成
１９

年
度
末
の
基
金
残
高
は
中
期
財
政
見
通
し

（
平
成
１８
年
１０
月
改
訂
版
）
と
比
較
し
て
好

転
し
、
9
億
5
7
8
9
万
5
千
円
を
見
込
ん

で
い
ま
す
。
ま
た
、
市
の
借
入
金
で
あ
る
市

債
残
高
も
中
期
財
政
見
通
し
と
比
較
し
、
約

１
億
2
0
0
万
円
の
減
額
が
見
込
ま
れ
ま

す
。

一
般
会
計
予
算
は
１
0
5
億
8
4
6
8
万

円
で
前
年
度
比
１
・
8
％
の
減
、
下
水
道
事

業
や
介
護
保
険
等
の
特
別
会
計
と
上
水
道
事

業
会
計
を
含
め
た
全
体
の
予
算
規
模
で
も
、

2
1
3
億
6
4
1
3
万
4
千
円
と
前
年
度
比

3
・
3
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
で
は
、
１
億
9
1
7
0
万
5
千

円
の
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
義

務
的
経
費
の
う
ち
扶
助
費
や
公
債
費
が
伸
び

て
い
る
も
の
の
、
投
資
的
経
費
で
の
勝
山
ニ

ュ
ー
ホ
テ
ル
改
修
事
業
、
ま
ち
づ
く
り
交
付

金
事
業
、
林
道
整
備
事
業
（
道
整
備
交
付
金
）

な
ど
の
減
額
が
大
き
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま

す
。ま

た
、
下
水
道
事
業
会
計
へ
の
繰
出
金
も
、

起
債
償
還
額
の
減
少
な
ど
か
ら
、
１
億
6
9

3
万
3
千
円
の
減
額
と
な
り
、
6
億
2
8
5

6
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

そ
の
他
の
特
別
会
計
で
は
、
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
が
、
前
年
度
比
１３
・
4
％
の
増
、

額
に
し
て
3
億
2
8
8
7
万
１
千
円
の
増
額

と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
医
療
費
の
伸
び

に
加
え
、
１
件
３０
万
円
以
上
の
高
額
医
療
費

を
保
険
者
間
で
平
準
化
す
る
拠
出
金
事
業
が

開
始
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
ま
す
。

市
税
で
は
、
個
人
市
民
税
の
定
率
減
税
の

完
全
撤
廃
、
高
齢
者
非
課
税
限
度
額
の
廃
止

（
経
過
措
置
の
半
減
）
に
加
え
、
国
税
か
ら

の
税
源
移
譲
に
よ
る
増
収
な
ど
を
考
慮
し
前

年
度
比
9
・
１
％
増
、
額
に
し
て
2
億
7
8

6
5
万
6
千
円
増
額
の
３３
億
5
7
2
9
万
2

千
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
税
源
移
譲
の
経

過
措
置
で
あ
っ
た
所
得
譲
与
税
は
廃
止
さ
れ
、

2
億
１
2
6
0
万
円
の
皆
減
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
地
方
交
付
税
の
う
ち
普
通
交
付
税

は
、
地
方
財
政
計
画
に
お
け
る
交
付
見
込
額

の
減
額
に
よ
り
前
年
度
比
較
で
5
0
0
0
万

円
減
額
の
２６
億
5
千
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

市
税
と
地
方
譲
与
税
、
地
方
交
付
税
、
臨
時

財
政
対
策
債
な
ど
の
主
な
一
般
財
源
（
財
政

調
整
基
金
繰
入
金
除
く
）
の
合
計
は
、
前
年

度
比
較
で
約
5
4
0
0
万
円
の
減
額
と
な
り

ま
し
た
。
財
政
調
整
基
金
の
取
崩
し
額
は
2

億
5
9
9
0
万
円
と
、
前
年
度
比
較
で
7
5

8
9
万
１
千
円
の
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

市
債
に
つ
い
て
は
交
付
税
措
置
の
あ
る
地

方
債
や
低
利
率
の
地
方
債
へ
シ
フ
ト
す
る
基

本
方
針
を
堅
持
し
た
こ
と
に
加
え
、
国
の
交

付
税
特
別
会
計
の
財
源
不
足
に
対
応
す
る
臨

時
財
政
対
策
債
が
前
年
度
比
較
で
4
0
4
0

万
円
減
額
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
総
額

で
5
億
2
4
１
0
万
円
と
な
り
前
年
度
比
較

で
2
億
2
5
5
0
万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し

た
。
市
債
残
高
見
込
は
９７
億
8
6
4
１
万
6

千
円
、
前
年
度
末
比
較
で
4
億
3
6
4
7
万

7
千
円
の
減
額
と
し
ま
し
た
。


